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２２

加
盟
組
合
か
ら
の
報
告
【
取
り
組
み
の
成
果
】

・
富
山
大
「
教
室
系
技
術
職
員
の
長
年
の
要
望
が
実
現
」

・
大
教
大
「
非
常
勤
職
員
の
有
給
病
気
休
暇
が
30
日
に
延
長
」

・
佐
賀
大
「
子
の
看
護
休
暇
中
学
入
学
前
ま
で
延
長
等
」

２２

第
35
回
全
大
教
中
国
四
国
地
区
教
研
集
会
（
６
月
21

日
～
22
日
）
開
催
報
告

３３

論
壇
「
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
相
談
・
私
の
対
応
」

　
　

徳
島
大
学
大
学
院
社
会
産
業
理
工
学
研
究
部
、

　
　

総
合
科
学
部

教
授　

山
口
裕
之

４４

単
組
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト

・
埼
玉
大
学
「
教
職
員
の
生
活
環
境
を
守
る
」

・
奈
良
女
子
大
学
「
組
合
の
存
在
意
義
を
問
い
直
す
」

　

当
日
は
、
高
専
の
教
職
員
が
直

面
し
て
い
る
過
酷
な
労
働
環
境
に

対
す
る
危
機
感
を
共
有
し
、（
加
盟

申
請
中
の
明
石
高
専
を
含
む
）
25

単
組
か
ら
16
単
組
18
人
の
参
加
者

と
幹
事
会
を
合
わ
せ
た
総
計
25
人

で
意
見
を
交
わ
す
、
と
て
も
貴
重

な
場
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
幹

事
会
の
役
員
改
選
選
挙
も
実
施
さ

れ
、
立
候
補
者
全
員
が
信
任
さ
れ

ま
し
た
。

　

総
会
の
前
半
で
は
、
高
専
協
議

会
総
会
の
議
案
お
よ
び
全
大
教
定

期
大
会
の
高
専
関
連
議
案
に
関
す

る
審
議
が
行
わ
れ
、
後
半
で
は
、

こ
れ
ま
で
の
団
体
交
渉
・
理
事
長

懇
談
、
全
大
教
の
国
会
議
員
へ
の

要
請
活
動
や
文
科
省
会
見
に
関
し

て
、
幹
事
会
か
ら
の
報
告
が
あ
り

ま
し
た
。
さ
ら
に
、「
新
た
な
組
合

員
獲
得
に
向
け
た
取
り
組
み
」
を

テ
ー
マ
に
、
各
高
専
の
状
況
を
報

告
し
合
い
、
意
見
交
換
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

　

高
専
を
取
り
巻
く
環
境
は
依
然

と
し
て
厳
し
い
現
状
で
、
教
職
員

は
長
年
に
わ
た
っ
て
「
低
賃
金
」

「
予
算
削
減
」「
人
員
削
減
」
の
三

重
苦
に
直
面
し
て
い
ま
す
。
昨
年

は
月
例
給
や
手
当
制
度
改
定
が
行

わ
れ
ま
し
た
が
、
依
然
と
し
て
ラ

ス
パ
イ
レ
ス
指
数
は
１
０
０
を
下

回
る
状
況
で
あ
り
、
物
価
上
昇
を

考
慮
す
る
と
実
質
的
な
賃
金
改
善

に
は
至
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
運
営
費
交
付
金
は
年
々

削
減
さ
れ
、
２
０
２
５
年
度
の
運

営
費
交
付
金
は
独
法
化
当
初
の
２

０
０
４
年
度
と
比
べ
て
約
72
億
円

減
少
し
ま
し
た
。
効
率
化
係
数
の

導
入
以
降
、
各
校
の
財
政
基
盤
は

大
き
く
揺
ら
い
で
お
り
、
当
然
施

　

全
大
教
高
専
協
議
会
は
、
６
月
22
日
に
オ
ン
ラ
イ
ン
で
総
会

を
開
催
し
ま
し
た
。
冒
頭
に
、
高
専
協
議
会
の
岡
本
議
長
と
全

大
教
の
永
井
書
記
長
が
挨
拶
を
行
い
、
続
い
て
、
新
た
に
全
大

教
へ
の
加
盟
申
請
を
行
っ
た
明
石
高
専
労
組
の
紹
介
が
あ
り
ま

し
た
。

設
の
老
朽
化
も
進
ん
で
い
ま
す
。

　

高
専
機
構
本
部
は
、
今
後
も
人

勧
準
拠
を
示
す
意
向
を
団
体
交
渉

で
表
明
し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
た

め
に
予
算
が
本
部
で
留
保
さ
れ
、

各
高
専
で
は
老
朽
化
し
た
設
備
の

更
新
が
で
き
な
い
よ
う
な
状
況
が

続
い
て
い
ま
す
。
予
算
留
保
の
影

響
は
、
授
業
や
研
究
活
動
、
学
生

指
導
、
寮
関
係
業
務
、
課
外
活
動

な
ど
多
方
面
に
及
び
、
新
た
な
業

務
（
国
際
交
流
、
各
種
コ
ン
テ
ス

ト
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
）
へ
の
取

り
組
み
も
相
ま
っ
て
、
教
職
員
の

業
務
量
は
減
る
ど
こ
ろ
か
増
え
る

一
方
で
す
。

　

高
専
協
議
会
は
こ
れ
ま
で
、
教

職
員
へ
の
適
正
な
賃
金
支
給
や
運

営
費
交
付
金
の
拡
充
を
強
く
訴
え

て
い
ま
す
。
ま
た
、
部
活
動
や
入

試
業
務
に
関
す
る
手
当
の
適
正
化

や
、
教
職
員
の
負
担
軽
減
を
目
的

と
し
た
業
務
の
見
直
し
も
求
め
て

い
ま
す
。
少
子
化
の
進
行
が
避
け

ら
れ
な
い
中
、
人
を
減
ら
す
の
で

は
な
く
、
教
育
の
質
を
上
げ
る
投

資
が
必
要
で
あ
り
、
引
き
続
き
、

高
専
機
構
本
部
や
文
部
科
学
省
、

国
会
議
員
へ
の
要
請
活
動
を
継
続

し
、
全
国
の
高
専
教
職
員
と
と
も

に
改
善
を
訴
え
続
け
る
方
針
で

す
。

  （
高
専
協
議
会
幹
事　

赤
塚
司
）


